
令和８年 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

京 田 辺 市 議 会 

京 田 辺 市 議 会 定 例 会 
  

代 表 質 問 通 告 書 



通告順位 会 派 名 ページ

１ 自 民 一 新 会 ・・・・・・・ 1

(田原　延行)

２ Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ 京 田 辺 ・・・・・・・ 4

(河本　隆志)

３ 日 本 維 新 の 会 ・・・・・・・ 7

(早川　由紀夫)

４ 日本共産党京田辺市議会議員団 ・・・・・・・ 10

(青木　綱次郎)

５ 公 明 党 ・・・・・・・ 12

(河田　美穂)

京 田 辺 市 議 会
代 表 質 問 通 告 書 目 次

令和８年



順位１番  自民一新会                 （田原 延行） 

１ 市長のまちづくりへの想いについて 

市長２期目の最終の年を迎え、次の点を問う。 

(1) これまでの取組みをどのように評価されているのか。 

(2) 施政方針の中で市長は「令和８年度から、都市計画道路大住草内線の事業化を目

指す」と述べられているが、以下の点について問う。 

 ア 計画している道路事業の概要及び期待される整備効果について 

 イ 整備にあたり必要となる財源確保の目処について 

２ 基本認識並びに基本政策及び市政運営の視点について 

(1) 本市においても災害の激甚化、高齢化や労働力不足、物価高など様々な課題があ

る中で、京田辺の明るい未来に向けてのまちづくりをどのように進めるのか問う。 

(2) 「中期まちづくりプラン」が折り返しを迎える中で、重点プロジェクトの成果を

確実なものとするためには、行政改革、人材育成、デジタル化の取組みが重要と考

える。市長は、これらをどのように連動させながら、市政運営を進めようとされて

いるのか問う。 

３ 令和８年度予算編成の概要について 

令和８年度予算を「みらい共創予算」と位置づけているが、以下の点について問

う。 

(1) 将来世代への投資と持続可能な財政運営の両立に向け、特に意識された点につい

て問う。 

(2) 予算を通じて市民にどのような成果を届けたいのか問う。 
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（自民一新会） 

４ 令和８年度の主要施策について 

(1) 「物価高対策」について 

   長引く物価高騰が市民や企業経営者に影響を及ぼしている。全国的に「物価高 

   騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用した事業を実施しているが、本市の

   取組み状況について問う。 

(2) 「安全・安心」をキーワードとした取組みについて 

   市民が安全で安心して暮らせるまちづくりのためには、防犯対策と防災体制の 

  構築が重要と考える。地域や関連機関との連携強化も含めて認識を問う。 

(3) 「緑」をキーワードとした取組みについて 

   本市が目指す「ゼロ・カーボンシティ」実現に向けて、学校施設等のＬＥＤ化 

  等による省エネルギー効果をどのように担保するのか問う。 

(4) 「健康」をキーワードとした取組みについて 

 ア 地域福祉計画の改定や重層的支援体制の整備により、複雑化する生活課題に対 

  応するとされているが、支援の必要な方に確実につなぐための体制づくりとは、 

  どのようなものなのか問う。 

 イ 高齢者や障がいのある方が地域で役割を持ち続けられる社会の実現に向け、就 

  労支援を今後どのように進めるか問う。 

(5) 「文化・教育」をキーワードとした取組みについて 

 ア 妊産婦から子育て世帯まで切れ目のない子育て支援及び就学前の多様な教育・ 

  保育ニーズに対応した質の高い保育サービスを、どのように進めるのか問う。 

 イ 部活動の地域移行について、地域展開を予定している部活動、地域展開の受け 

  皿となる団体、地域移行に伴う保護者負担など、どのように進めるか問う。 

(6) 「田園都市」をキーワードとした取組みについて 

 ア 令和７年７月に上下水道事業経営審議会から水道・下水道経営戦略の改定の答 

  申を受けて、どのような動きをしているのか問う。 
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（自民一新会） 

 イ 農業施策について、東林地区のほ場整備の進捗状況及び鳥獣被害の対策強化を 

  図るため人材確保について、現状を認識しどのように進めて行くのか問う。 

(7) プラスワンの取組みについて 

  同志社大学京田辺キャンパスが４０周年を迎える契機に、大学の知見や人材をど

のように地域課題の解決に活かしていくのか問う。 
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順位２番  ＮＥＸＴ京田辺            （河本 隆志） 

１ 基本認識、基本政策と市政運営の視点について 

 令和８年度の施政方針とまちづくりにおける理念について  

(1) 来年度は市長２期目の集大成となる。これまで重点を置かれてきた「子育て支

援」や「温もりのある地域力の再生」について、単なる理念にとどまらず、これま

での施策が市民の「愛着と誇り」の醸成にどのように結びついたと自己評価されて

いるのか、市長自身のお言葉でお聞きしたい。 

(2) 「みらい共創予算」において「共創」を前面に打ち出されたが、行政が責任を負

う領域と、市民と創る領域の線引き（役割分担）や、特に強調したい協働の視点に

ついて問う。 

(3) 京田辺に関わる全ての人々と協働・共創による未来を見据えた街づくりを掲げら

れているが「オール京田辺」での共創を進めるにあたり、事業の企画段階から市民

や事業者が参画できる、開かれた意思決定プロセスが不可欠である。責任体制の明

確化と共創をファシリテート（牽引・調整）できる市職員の育成について、市長の

覚悟を問う。 

２ 「中期まちづくりプラン」折り返しにおける成果検証と重点施策の再設定について 

  令和６年度から開始された中期まちづくりプランは折り返し年度を迎える。施策の

成果と課題を客観的に検証し、残り期間における重点配分や事業の見直しが必要であ

る。 

  これまでの成果と課題をどのような指標（ＫＰＩ）を用いて客観的に評価し、重点

施策の再設定に繋げていくのか。特に、物価高騰などの環境変化を踏まえた「事業の

優先順位付け（スクラップ＆ビルド）」の具体的な方針を問う。 
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（ＮＥＸＴ京田辺） 

３ 組織体制の強化について 

(1) 魅力ある職場づくりと退職者の軽減に向け、知識継承の仕組みと、選ばれる自治

体となるための「採用ブランディング」構想について問う。 

(2) 激動の時代において、トップマネジメントの強化は不可欠である。広域的な課題

や国・京都府とのパイプ強化の観点から外部人材（出向者）の積極的な登用・誘致

に関する考え、加えて経営層の体制強化に関する市長の考えを問う。 

４ 物価高騰・金利上昇時代における市政運営について 

  施政方針では、物価上昇局面・金利のある時代への転換が示され、市民生活・事業

者活動への影響が重要課題とされている。今後は財政運営に影響が及ぶことが想定さ

れる中で、市民生活支援と継続的な財政運営の両立が問われている。 

  物価高への緊急対応と中長期的な財政規律をどのように両立させるのか。大型事業

が続く本市において、将来の公債費負担のピークをどのように見据え、世代間負担の

公平性をどのように担保するのか市の戦略を問う。 

５ 持続可能な都市経営と自主財源の確保について 

  物価上昇や金利環境の変化、社会保障関係経費の増加、大型都市基盤整備の進展な

どにより、今後の財政運営は一層厳しさを増すことが見込まれる。国の時限的な財源

に依存せず、安定的で持続可能な自主財源の確立が不可欠である。 

(1) 大型先行投資が将来的にどの程度の税収増のリターンをもたらすのか、中長期的

な自主財源確保の青写真を見解として問う。 

(2) ネーミングライツの導入や未利用地の売却および活用、施設運営への指定管理者

制度・ＰＦＩ導入など民間活力を活かした「稼ぐ行政」への転換策について問う。 
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（ＮＥＸＴ京田辺） 

(3) 新規事業立ち上げの際の既存事業の廃止（ワン・イン・ワン・アウト）のルール

化について問う。 

６ 安全・安心をキーワードとした取組みについて 

  発災時支援を受ける側になった時に、高度な実力が求められる。そのためには平時

から災害支援活動を通じて受援力を鍛えておく必要がある。市職員が被災地支援へ向

かう際の内部業務の応援体制の確立と、被災地支援への派遣についての見解を問う。 

７ 教育・子育て施策について 

(1) 長寿命化対策と質的整備を同時並行で進めていく必要があると考えるが、具体的

にどのように進めていくのか。 

(2) こども誰でも通園制度の導入により、正規の入園と誰でも通園の枠の確保、優先

順位をどのようにコントロールしていくのか。 

８ 新たな担い手の育成について 

  農業分野で新たな担い手の育成が重要と考える。ＪＡ等関係機関と連携し、就農前

から切れ目のない支援に取り組むとあるが、どのように取り組まれようとしているの

か。 

 

6



順位３番  日本維新の会         （早川 由紀夫） 

１ 基本認識・政策について 

(1) 本市の財政は、経常的経費が膨らむ中、高齢化や子育て支援に係る経費や大型事

業による経費増大での硬直化が懸念される。そのため、第４次総合計画まちづくり

プランの推進においては、財政の健全化を維持するため、事業費や財源、将来負担

等の明確化や適宜の見直しが必要になってくると考える。 

  重点プロジェクトの施策や公共施設マネジメントの推進を踏まえ、その目標及び

事業費・運営経費の収支シミュレーションの取り組みや情報開示を問う。 

(2) 市街地形成や沿線開発とともに、ＪＲ学研都市線の全線複線化、京奈和自動車道

の４車線化や都市計画道路大住草内線の整備など交通ネットワーク網の構築、公共

交通の確保など交通インフラの整備に向けた取り組みを問う。 

(3) 田辺北土地区画整理事業への支援や複合型公共施設の建設について、事業手法や

財源の確保を問う。また、複合型公共施設は文化ホール・中央公民館や中央図書館

の機能に加えて、子ども支援機能・市民交流促進機能・行政相談機能も付加される

ところ、管理運営に係る融合・事業連携や活用方策を問う。 

(4) 上下水道事業について、物価高対策のため、水道料金・基本料金の２か月分の減

免措置が行われるが、経営の効率化や廉価で安定的かつ良質な水の供給、耐震化・

防災対策の推進などの観点から、今後の料金見直しの是非を問う。 

２ 主要施策について 

(1) 安心・安全対策の取り組みについて 

 ア 防災・減災対策について、地震等に備えた地域の自主防災組織の育成・強化や

訓練実施が求められるが、働き掛けや支援・協力への取り組みを問う。 

   併せて、地域のデジタル化による地域活動や災害対策、安否確認等への取り組

み、避難行動要支援者への実効性ある支援計画策定への認識を問う。 
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（日本維新の会） 

 イ 治水対策について、新田辺排水機場、新西浜樋門や放水路は、互いに連携・補 

  完し合って河川の水位低下や逆流防止・内水排水による流域治水が実現するが、 

  完成・供用開始に向けた進捗状況を問う。 

 ウ 京都府南部消防指令センターの運用開始に向けて、共同化による効率的かつ持 

  続可能な住民サービスの向上や災害対応体制の強化を問う。 

(2) 環境管理・緑の取り組みについて 

 ア 可燃ごみ広域処理施設は、本年３月から本格稼働のところ、運営の効率化やコ

スト削減が期待される一方、ごみ量の増減や災害時の影響などが懸念されるた

め、今後の運営・収支管理やごみ処理状況及び情報開示への認識を問う。 

 イ 公共施設や学校施設のＬＥＤ化、エコオフィスや省エネの進捗状況及び今後の 

  計画的整備を問う。 

 ウ 森林保全について、利活用とともに、森林火災や災害・樹齢等による倒木など 

  の被害が懸念されるところ、今後の取り組みの方向性を問う。 

(3) 福祉施策や健康の取り組みについて 

 ア 地域福祉・高齢者福祉について、専門職や介護従事者の確保・定着、資質向上

及び関係機関等による連携・支援のネットワークに係る施策を問う。 

 イ 障がい者の就労支援について、タナクロの活用や(一社)京田辺みんなの働くプ

ロジェクトとの協働など、その実績とともに、今後の事業展開及び関係機関等の

事業報告・収支状況に係る情報開示への考えを問う。 

 ウ 福祉の拠点づくりについて、社会福祉センターや老人福祉センターのほか、各

区・自治会による分館公民館での取り組みの重要性が増しているが、働き掛けや

協力支援、情報発信などの取り組みを問う。 

(4) 教育施策や文化の取り組みについて 

 ア 小・中学校の老朽化した校舎や屋内運動場の長寿命化対策と質的整備などの計

画的整備の取り組みを問う。併せて、ＩＣＴ教育の推進、学習空間の確保やトイ

レの洋式化などの学習環境の整備に係る今後の取り組みを問う。 
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（日本維新の会） 

 イ 小・中学校の学校給食費の無償化又は抜本的な負担軽減が求められているとこ

ろ、国の施策を踏まえた今後の取り組みを問う。また、給食の栄養量や質の確

保、安心安全な食材や食育に係る地産地消への認識を問う。 

 ウ 天理山古墳などの綴喜古墳群や出土品・調査研究資料、市史編纂資料等の保存

活用とともに、古代ロマンを創造する物語や歴史の掘り起こし、文化財、祭礼行

事、伝統文化などの展示・体験・学習など今後の展開への考えを問う。 

(5) 産業振興の取り組みについて 

 ア 産業について、中小・小規模事業者は、コロナ融資の返済や売上減少、仕入れ

価格や人件費の上昇、人手不足などの様々な要因が重なり合って、多くの事業者

の経営は厳しい状況にあるが、商工会等関係機関との連携や今後の支援を問う。 

 イ 農業について、特産農作物の生産振興とともに、農業従事者の確保・育成や就

業の安定に向けた取り組み、地産地消による販売開拓支援などの施策を問う。 

 ウ 観光について、甘南備山展望テラスのオープンや野外活動センターの開業が控

える中、観光客が市内を円滑に周遊できる環境の整備を問う。また、駅ナカ案内

所は本年２月末に閉鎖されるが、今後の観光客の受け入れやおもてなしをどのよ

うに進めていくのかを問う。 
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順位４番  日本共産党京田辺市議会議員団   （青木 綱次郎） 

１ 市長の基本認識について 

(1) 大国による覇権主義的な行動に対し、国際法のルールを遵守し、対話と外交によ

って平和的な国際関係を実現する取組みはますます重要になっている。そのために

日本は、憲法９条を軸とする平和憲法の理念にもとづいて行動することが求められ

ている。 

  憲法９条の堅持を国へ求めていくべきと考えるが、市長の見解を問う。 

(2) 昨年の高市政権の発足以降、国において非核三原則の見直しの動きが見られる。

世界で唯一の戦争被爆国として、非核三原則は国是として引き続き堅持すべきであ

り、そのことを国に求めるべきと考えるが、市長の見解を問う。 

(3) 政府は、東京電力の柏崎刈羽原発の再稼働を容認するなど、原発へ依存する姿勢

を強めている。原発は自然災害などで重大な事故が生じれば、社会全体に甚大な被

害をもたらす。本市は福井県若狭湾周辺の原発群から８０キロ圏内にあり、それら

の原発で事故が起これば大きな被害が予想される。再生可能エネルギーへの本格的

な転換をすすめ、原発ゼロの日本をめざすべきと考えるが、市長の見解を問う。 

(4) 食料品や燃料費の高騰が続く中で、市民の暮らしはますますきびしくなってい

る。市民の暮らしの実態についての市長の認識を問う。また、市民の暮らしを守る

ために、京田辺市政が積極的な役割を果たすべきと考えるが、市長の見解を問う。 

  国民の生活を守るために、国に対して以下の点を求めるべきと考えるが、市長の

見解を問う。 

 ア 消費税減税の早急な実施。 

 イ 高額療養費自己負担額引上げやＯＴＣ類似薬の患者負担拡大など、医療、社会 

  保障改悪の中止。 
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（日本共産党京田辺市議会議員団） 

(5) 敦賀以降の北陸新幹線延伸ルートの見直しについて、市長の考えを明らかにされ

たい。また、本市松井山手地域への新幹線新駅設置については、その中止を求める

べきと考えるが、市長の見解を問う。 

２ 重点施策について 

(1) 経済的な子育て支援の充実として、 

 ア 小学校および中学校の給食の無償化を求める。 

 イ 国保税均等割について、子どもの均等割分は無料とすることを求める。 

(2) 市民への新たな負担増は中止を。 

 ア 国民健康保険税の引上げを中止し、引下げを求める。 

 イ 下水道料金の引上げは中止を。 

 ウ 一般家庭ごみの有料化は中止を。 

(3) 市内の経済状況、景気動向についての市の認識を明らかにされたい。あわせて、

地域経済活性化に向け、市内の全事業所の実態調査の実施と、それにもとづく中小

零細企業の支援策の充実に取り組むことを求める。 

  また中小企業振興基本条例及び公契約条例の制定、住宅リフォーム助成の実施を

求める。 

(4) ＰＦＡＳ対策について、定期的な市内河川水質検査に位置付けるとともに、発生

源の調査および流出防止に取り組むことを求める。 

(5) 中央図書館の運営について、市直営を堅持すべきと考えるが、市教育委員会の考

えを問う。 
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順位５番  公明党                     （河田 美穂） 

１ 基本認識について 

(1) 防災には関係機関との連携のもと、平時の備えを盤石にするとともに、自然災害

に対する危機管理の強化をあげておられるが、取り組みの方向性と具体的な施策等

を問う。 

(2) 「労働力不足の解消や、地域課題の解決に向けて、誰もがいつまでも社会で活躍

できるとともに、現役世代が一層力を発揮できる環境整備が必要」とは。 

  取組みの方向性と具体的な施策等を問う。 

(3) 物価高対策として、「市民生活や事業者の経済活動をどのように下支えするのか

が課題」とあげておられるが、取り組みの方向性と、具体的な施策等を問う。 

２ 基本政策と市政運営の視点について 

(1) 市民が主体的に、まちづくりに関わっていただける施策等を問う。 

(2) 柔軟な発想と、まちへの情熱、行動力と対応力を備えた職員を育成する具体的施

策を問う。 

(3) 効率的に行政サービスを提供できるような具体的な取り組みを問う。 

３ 令和８年度予算編成の概要について 

「みらい共創予算」のうち、特に増額して強化しようとしている方針、項目、事業

は何かを問う。  
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（公明党） 

４ 令和８年度の主要施策について 

(1) 物価高騰対策について。 

 ア 市民全員へギフトカード５０００円分を配布することにした理由を問う。ま

た、配布はいつ頃になるのか。 

 イ 水道料金の基本料金の２カ月分の減免措置は、拡充できないのか。 

 ウ 市内中小事業者への支援の具体的な施策を問う。 

 エ 子育て応援手当の実施は、いつになるのか。 

 オ 就学前施設の食料費や、市立中学校の給食費の補助、小学校の学校給食費の抜

本的な負担軽減などの具体的施策の内容と実施時期を問う。 

(2) 「安全・安心」をキーワードとした取り組みについて。 

 ア 避難所での、プライバシーの保護等が行える備品整備とは何か。 

 イ 消費者被害対策として、出前講座の実施や相談対応などの充実を問う。 

 ウ 「パートナーシップ宣誓制度」の理解促進を図る具体的施策を問う。 

(3) 「緑」をキーワードとした取り組みについて。 

 ア ゼロカーボンシティへの取り組みとして、断熱効果の高い住宅改修の支援につ

いて、今年度の取り組み状況と市の評価、そして次年度の取組み内容と変更点を

問う。 

 イ 就学前施設や学校施設のＬＥＤ化の進め方を問う。 

 ウ 公共施設に設置したウォーターサーバーの周知、マイボトルの利用促進向上の

ための環境意識の向上や、経済的メリット等を目に見える形で周知する計画を問

う。 

(4) 「健康」をキーワードとした取り組みについて。 

13



（公明党） 

 ア 「検診事業の周知と受診率向上に取り組む」とある。具体的な周知方法などの

施策を問う。 

 イ 高齢者の在宅生活が継続できるよう、生活の困りごとを解消する支援の拡充内

容を問う。 

 ウ 障がい者福祉の、それぞれに合った就労の場につながる支援や、専門機関・地

域社会とのつながりや、生活を支援する体制が構築できる取り組みの具体的な施

策を問う。 

(5) 「文化・教育」をキーワードとした取り組みについて。 

 ア 「こども誰でも通園制度」の開始に向け、進捗状況を問う。 

 イ 「大住ふれあいセンター」のリニューアルの方向性と、進捗状況を問う。 

 ウ 質の高い保育サービスを提供とは、その内容を問う。 

 エ 留守家庭児童会の民間活力導入の内容を問う。 

 オ ＡＩデジタルドリルの導入による、個別最適学習の実現を図るとは、不登校児

童・生徒や、支援学級の児童・生徒にも実現されるのか問う。 

 カ 市立学校における特色ある教育活動は進んでいるのか。また、学校選択制度の

活用による学校規模の偏在解消の、今年度の取り組み状況と市の評価、次年度の

取り組みは。 

 キ 「新しい学校づくりプラン」等に基づく質的整備について、小中学校のトイレ

のリニューアルを、どのように進めていくのか。 

 ク 校内教育支援センターを全市立小中学校に設置するとあるが、教室と指導者の

確保の取り組み状況を問う。 

 ケ 中学校の部活動を、「令和８年度の夏以降、まずは休日の部活動を地域クラブ
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（公明党） 

活動への移行・展開します」とあるが、指導者の確保の進捗状況を問う。 

 コ 生涯学習について、居場所づくり補助金の活用、地域活動コーディネーターと

なる人材の育成は。 

   取り組みの方向性と具体的施策を問う。 

(6) 「田園都市」をキーワードとした取り組みについて。 

 ア 複合型公共施設について、民間サウンディングをどのように進めていくのか問

う。 

 イ 区画線の塗り直し等を進める「安全・安心な道路メンテナンス事業」の内容、

スケジュール、効果予測等を問う。 

 ウ 市営住宅のバリアフリー化等は、内容と効果予測を問う。 

 エ 訪れた観光客が、市内を円滑に周遊できるよう、案内看板やパンフレットの更

新の進め方を問う。 
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